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Abstract

本事業で開発 を進める自動 コントロールシステムでの研究成果を､地域 レベルでの省エネのために活

用 し事業普及を促す基盤 として､マクロな全国レベルの温室効果ガス排出量推計に基づ く対策効果を評

価するための手法を考案 した｡都道府県政令市別 ･建物用途別 ･エネルギー種類別 ･熱用途別エネルギ

ー消費量および温室効果ガス排出量の推計､暖冷房方式に影響を及ぼす建物規模別､建設年次別の推計

を行った｡
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1. 日的

自動 コン トロールシステムが各種建築物に適

用 ･稼動 したと仮定し､それが地域レベルでどの程

度の省エネルギーに寄与 しているかを見積 もるに

あたり､マクロな全国レベルの温室効果ガス排出量

推計に基づ く対策効果を評価するための手法を考

案 した｡

エネルギー消費量推計及び温室効果ガス排出量

推計にあたっては､暖冷房負荷が地域の気候条件に

より異なること､建物の質的状況も地域により異な

ることから､都道府県政令市別に推計 した｡対策効
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果の評価にあたっては建物用途別 ･エネルギー種類

別 ･熱用途別にエネルギー消費量と温室効果ガス排

出量を把握 しておくこと､さらに暖冷房方式別に細

分解することが必要である｡

本年度は､都道府県政令市別 ･建物用途別 ･エネ

ルギー種類別 ･熟用途別エネルギー消費量および温

室効果ガス排出量の推計､暖冷房方式に影響を及ぼ

す建物規模別､建設年次別の推計を行った｡さらに､

市区町村別排出量についても試算した｡

2. 方法

2.1 エネルギー消費量原単位の収集および co2排

出量の試算条件
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Fig.1 エネルギー消費量および co2排出量推計の

全体構成

① 建物用途一事務所ビル､卸 ･小売業 (百貨店)､

卸 ･小売業 (スーパー[食品あり】)､卸 ･小売業 (ス

ーパー【食品なし])､卸 ･小売業 (コンビニエンスス

トア)､卸 ･小売業 (その他小売業)､卸 ･小売業 (卸

売業)､飲食店､学校､ホテル ･旅館､病院､文化

施設､スポーツ施設､娯楽施設､福祉施設 (15種類)

言 L エネルギー源一電力､都市ガス､LPG､灯油､

A重油 (5種類)

③ 熱用途 一暖房､冷房､給湯､厨房､動力､照

明 (6種類)

④ 建物規模-699m2以下､700-1,999m2､2,000

-2,999m2､3,000-4,999m2､5,000-9,999m2､

10,000m2以上 (6種類)

(9 着工年 -1964年-2000年の各年

2.2 エネルギー消費量およびco2排出量推計の全

体構成の推定

3つの方法でエネルギー消費量を推計し､CO2排

出量を求めた (Fig.1)0

まず､都道府県別の建物用途別床面積に､建物用

途別 ･エネルギー源別 ･熱用途別原単位を乗じ､暖

冷房負荷のデグリーデイ補正を行うことで､都道府

計する (床推計)｡このエネルギー消費量は､過去

の分析結果から､統計資料と禿離することが認めら

れており､都道府県別に建物用途別 ･熱用途別に分

解するデータとして利用する｡一方､都道府県別の

エネルギー消費量は統計資料を集計 ･補正する方法

(エネルギー販売実績推計 :電気､都市ガス､LPG

に適用)と､統計資料がないエネルギー源に関して

は､使用機器の稼働状況から推計する方法 (機器能

力推計 :灯油､A重油に適用)を用いて推計を行っ

た｡都道府県別 ･エネルギー源別の消費量をコント

ロールトータルに､床推計で都道府県別に求めた値

を用いて合成調整を行い､都道府県別 ･建物用途

別 ･エネルギー源別 ･熱用途別消費量および co2

排出量を推計した｡

2.3 建物用途別･熱用途別消費量の仮推計(床推計)

(1)建物用途別床面積の推計

建物用途別床面積の推計は固定資産の価格等の

概要調書 (家屋)､公共施設状況調､学校基本調査､

建築統計年報などの資料から､都道府県別に推計し

た｡建物用途は事務所ビル､卸 ･小売業､飲食店､

学校､ホテル ･旅館､病院､文化施設､スポーツ施

設､娯楽施設､福祉施設の 10用途とし､更に卸 ･

小売業は百貨店､スーパー (食品あり)､スーパー

(食品なし)､コンビニエンスス トア､その他小売

業､卸売業の6分類に､学校は保育園 ･幼稚園､小

中高校､短大 ･大学､試験研究機関の4分類とし､

合計 18用途で検討 した｡

(2)建物用途別 ･熱用途別消費量の床推計

デグリーデイ補正を行う前の建物用途別 ･熟用途

別消費量は､推計 した建物用途別床面積に､建物用

途別のエネルギー源別 ･熱用途別消費原単位を乗じ

て推計した｡

原単位には､(財)日本エネルギー経済研究所が平

成 13年､平成 14年にまとめた民生部門エネルギー

消費実態調査 (業務部門編 Ⅰ､Ⅲ)の原単位を採用

した｡ただし､この原単位は｢照明･動力･その他｣､

｢その他熱需要 (給湯 ･厨房)｣､｢冷房｣､｢暖房｣

の4熱用途で設定されているため､ 慨存の調査 ･研
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究事例 (例えば､住宅 ･建設省エネルギーハンドブ

ック2002など)を参考に､｢暖房｣､｢冷房｣､｢給湯｣､

｢厨房等｣､｢照明｣､｢動力 ･他｣の6熱用途に分解

した｡紙面の都合上､用いた建物用途別 ･熱用途別 ･

エネルギー種類別原単位の表を省略する｡

(3)飲食店エネルギー消費原単位の再作成

民生部門エネルギー消費実態調査 (以下､民生エ

ネ調査 という)の平成 12年度報告書 1)より得ら

れる飲食店のエネルギー消費原単位は､調査対象の

種類やサ ンプル数が限られることか ら調査結果に

偏 りが生 じ､LPGの消費原単位が過大に設定された

可能性がある｡そこで､飲食店種類毎に､民生エネ

調査の平成 12年度および平成 7年度報告書 2)か

ら得 られるエネルギー源別用途別消費原単位 を用

いて､民生エネ調査の 1店舗当たり平均延床面積に

平成 13年事業所 ･企業統計 (以下､H13事業所統

計 という)から得られる事業所数を乗 じることで飲

食店全体の加重平均値を求め､これを飲食店のエネ

ルギー消費原単位 とした｡

上記の方法で設定 し直 した飲食店のエネルギー

消費原単位を､Tablelに示す｡

Tablet.飲食店 エネルギー源別 ･熱用途別 消費原

単位

附:,:hll･nI/Ell
帳 )'; 冷JJ; i.'TIL!, bltI']A.I; lL'lFl)J 軌))･他

161 56.3 15.9 158.tC 7fJ.1 17.6
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0.0 00

0.0 0.0

0.0 00

0.0 00

281 91.7 507 1.5(J.3 79.1 176

(4)冷暖房デグリーデイによる補正

(2)で求めたエネルギー源別消費量は､全国一

律の原単位を使用 しているため､特に ｢暖房｣｢冷

房｣の熱用途で実態にそぐわない消費量が推計され

ている可能性が高い｡そこで､アメダスデータから

都道府県別に作成 した冷暖房デグリーデイを用い

て､｢暖房｣｢冷房｣のエネルギー消費量を次式によ

り補正 した｡

DD･r,･

Q'brnA,,]･,･L-Qh-f･n,- --r,X蒜 忘 .'' (1)暖JJl
Q:エ ネルギーin''ilI:I
b.姐物JIJ遥

fエネルギ-源梢匁i

r,.,,I'芥恥DT-JLl.i 'Ll/乍Jltl

DD デ グ リーデ イ(峻レl)
唯Jl'

2.4 エネルギー源別消費量の推計

(1)電力

業務用電力消費量は電気事業便覧に掲載 されて

いる電力会社別の使用電力量のうち､従量電灯 Cの

8割､業務用電力､小口電力 (低圧電力)の 7割､

小口電力 (高圧電力 A)の5割を合計 し､上 ･下水

処理施設で使用する電力量を差 し引いて求めた (表

4.2)｡ただし､上 ･下水道施設の使用電力量は電力

会社別の把握が困難なため､この使用量を差 し引 く

前の使用電力量比率で各電力会社に割 り振 り､電力

会社別に差 し引 くことで求めた｡

都道府県別の推計は､床推計で求めた都道府県別

電力消費量か ら各電力会社の都道府県別消費量構

成比を求めて､先に求めた会社別消費量を割 り振っ

て求めた｡

(2)都市ガス

『ガス事業年報』に事業所別の商業用 ･その他用

のガス販売実績が公表されているので､これを都道

府県別に集計 し､一般電気事業所､地域熱供給施設､

下水処理施設でのガス消費量を差 し引き､業務用都

市ガス消費量とした｡ただし､一般電気事業所､地

域熟供給施設､下水処理施設のガス使用量はガス会

社別の把握が困難なため､この使用量を差 し引 く前

の都市ガス消費量比率で都道府県別に割 り振 り､都

道府県別に差 し引 くことで求めた｡

(3)LPG

LPガスの業界統計である 『LPガス資料年報』に

業務用需要量の全国値で公表されているので､この

値から地域熱供給､下水処理場における消費量を差

し引き､LPGの年間総消費量 とした｡

都道府県別消費量は､LP ガス資料年報の都道府
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県別 ･家庭業務用販売量から全国値に対する都道府

県別比率を作成し､推計したLPGの全国消費量をこ

の比率で配分して求めた｡

(4)灯油 ･A重油

灯油 ･A重油については､都道府県別推計に参考

となる供給側のデータがないため､大気汚染防止法

届出対象のボイラーについては大気汚染物質排出

量総合調査の灯油 ･A重油消費量､届出対象以下の

ボイラーについては該当するボイラー数､時間最大

熱消費量､負荷率､年間操炉時間や全負荷相当運転

時間から消費量を求め､これらを合計することで全

国での灯油 ･A重油消費量を推計した｡届出対象以

下のボイラー数は暖房機器の業界統計である暖房

機器年鑑からデータを得､時間最大熱消費量や負荷

率､年間操炉時間､全負荷相当運転時間は大気汚染

物質排出量総合調査の結果を参考に設定した｡

都道府県別消費量は､ボイラー年鑑から得た都道

府県別伝熱面積 10m2以下ボイラー数から全国に占

める都道府県別比率を求め､推計した灯油 ･A重油

の全国消費量をこの比率で配分して求めた｡

3. 結果

3.1 建物用途別 ･熱用途別消費量 (確定値)

推計 した都道府県別 ･エネルギー源別消費量をコ

ントロールトータルに､推計 した都道府県別 ･エネ

ルギー源別の建物用途別 ･熱用途別消費量 (仮値)

で合成調整して､都道府県別 ･エネルギー源別の建

物用途別 ･熱用途別消費量を確定した (Fig.2-5)｡

2000年度の業務施設からのエネルギー消費量は

1.48EJと推計された｡地域別には大都市圏に集中し

ており､東京､大阪､神奈川 (横浜､川崎)､愛知

(名古屋)､北海道 (札幌)､千葉､兵庫 (神戸)､

埼玉､福岡の順での排出が多く､上位3都府県で 3

割弱のエネルギー消費であった｡建物用途別には

卸 ･小売業が最も排出寄与が高く､ついで事務所､

飲食店､宿泊､医療､その他､学校と続 く｡なお､

その他には劇場･娯楽施設､スポーツ施設 (体育錯)､

文化施設､福祉施設が含まれる｡飲食店は床面積が

3%弱にすぎないが､床面積当たりエネルギー消費量

が突出して多く､仝エネルギー量の 16.2%を占めて

いた｡エネルギー源別では電力が 59.0%と過半を占

め､ガス24.2%､石油 16.8%の構成であった｡

Fig.2 都道府県別 ･建物用途別エネルギー消費量

一5

40■̀■> l
Dt先 ■事市ガス 口L.PG

.=35~ 300,25= 20忘 15i .050 ロAJE油 4灯油

≡:::::≡

l欝 ヨ ll琵瑚 一

Fig.3 建物用途別 ･エネルギー源別消費量

450NE .00＼三 3500 300--250g 200蓋 .50100500

- ■ Btも ■■市ガスDLPGoAI油 ■灯油
- 一

- ■

.岳 言 .

Fig.4 建物用途別 ･エネルギー源別 床面積当エネ

ルギー消費量

4540235-0 307-25=20票 15; .050 l棚 .糊 口…L□Jf書■Rl明軸力-.:.I II準 幣当l

Fig.5建物用途別 ･熟用途別エネルギー消費量
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3.2 CO2排出量の推計

3.2.1 建物用途別 ･熱用途別 co2排出量の推計

推計 した都道府県別 ･エネルギー源別の建物用途

別･熟用途別消費量にエネルギー源別のCO2排出係

敬 (Table2)を乗 じてCO2排出量を推計 した (Fig.

6-10)｡2000年度の業務施設からの CO2排出量は

128MtC02と推計された｡地域別には大都市圏に集

中してお り､東京､大阪､神奈川 (横浜､川崎)､

愛知 (名古屋)､北海道 (札幌)､千葉､埼玉､兵庫

(神戸)､福岡の順で排出が多く､上位 3都府県で3

割弱を占めた｡建物用途別には卸 ･小売業が最も排

出寄与が高く､ついで事務所､飲食店､宿泊､医療､

その他､学校と続いた｡エネルギー源別では電力が

71.3%とエネルギー消費量より割合が増加 し､ガス

は 14.9%､石油は 13.7%であった｡

Table2 エネルギー源別 co2排出原単位

CO2排 111掠 単 位

(kgCO2/ HJ)

JlttĴ-( 0.105

榔 lIJ-ガ ス 0.051

LPG 0.059

ATr,:_油 0.072

廿l8-1lil 叫IWロFJt]触Itt再 棚三≡ミニ.≡.=
ESE'_ー巨 白白虚 言 ラ,買幣 喜冒買幣 喜冒

Fig.6 都道府県別 ･建物用途別 co2排出量
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Fig.7 建物用途別 ･エネルギー源別 co2排出量
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Fig.8 建物用途別 ･エネルギー源別 床面積当 co2

排出量
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Fig.9 建物用途別 ･熱用途別 co2排出量

350300250ミ 200N 1500O 100 E]qiZF I冷JB Ej給斗

EjJFZF ■庚明 Dh力

を.~r~Ti

500 『 l .慧 雷 .

Fig.10 建物用途別 ･熟用途別 床面積当 co2排出

量

3.2.2 建物規模別 co2排出量の推計

エネルギー源別の建物用途別･熱用途別 co2排出

量に､建築統計年報から作成 した建物用途別 ･規模

別床面積構成比を乗 じて､建物用途別にエネルギー

源別 ･熱用途別 ･建物規模別のCO2排出量を推計 し

た (Fig.11､12)｡建物規模別には､各用途とも699m2

以下の建物からの排出量が多 く､700-1,999m2や

10,000m2以上の建物からの排出も多い｡用途別にみ

ると､建物規模別の構成比はそれほど大きな違いが

なく､医療や学校で若干異なる程度である｡
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Fig.11 建物用途別 ･規模別co2排出量

Fig.12 建物用途別 ･規模別 co2排出量構成比

3.2.3 建物着工年別CO2排出量の推計

エネルギー源別の建物用途別･熟用途別 co2排出

量に､建築耽計年報から作成した建物用途別 ･着工

年別床面積構成比を乗 じて､建物用途別にエネルギ

ー源別 ･熟用途別 ･着工年別のCO2排出量を推計 し

た (Fig.13)｡着工年別には､1989年-1992年のバ

ブル期に着工 した建築物が多く､CO2排出量が多い｡

また､商業施設からのCO2排出量は経年的に増加傾

向を示し､施設の大規模化 ･エネルギー多消費型の

傾向が強まっている｡
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Fig.13 建物用途別 ･着工年別co2排出量
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